
部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

地域連携部
第７６回国民体
育大会開催準備
事業費

第７６回国民体育大会開
催準備事業費 76,721 2,712

①第７６回国民体育大会開催準備事業第７６回国民体育大会（平成３３年）の本県開催に向け開催県や開
催予定県から情報を収集し、準備委員会総会等を開催するとともに、会場地市町の正規視察に向けた調
整、協議役員の養成、県民への周知など、開催準備を円滑に推進する。②第７６回国民体育大会市町競
技施設整備費補助金競技会場となる施設の整備促進を図り、大会の円滑な運営に資するため、市町が行
う競技施設の整備事業に要する経費について補助を行う。

競技スポーツの推進

地域連携部
三重県国民体育
大会運営基金積
立金

三重県国民体育大会運
営基金積立金 50,079 50,000

第７６回国民体育大会の運営経費について、財源の平準化を行うことにより、財政面での不安を払拭し、
国体開催に向けた県民の機運の醸成を図るとともに、大会の円滑な運営に資することを目的に三重県国
民体育大会運営基金を設置し積立を行う。

競技スポーツの推進

地域連携部 競技力向上対策
事業費 競技力向上対策事業費 263,603 146,046 平成３３年の第７６回国民体育大会において天皇杯・皇后杯の獲得を目標とし、総合的・計画的に競技力

向上対策を進める。 競技スポーツの推進

地域連携部 競技力向上対策
事業費

国民体育大会派遣事業
費 85,144 0 国民体育大会及び国民体育大会東海大会へ選手及び監督を派遣する。 競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費

スポーツ施設整備運営
調整費 107 107 県営体育施設の管理・施設整備などの事務費 競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費 県営松阪野球場事業費 23,345 22,345 三重県営松阪野球場の効果的な施設管理を行うため、指定管理者による管理運営を実施するとともに、

利用促進を図るため、必要な施設整備を行う。 競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費

県営ライフル射撃場事業
費 65,395 1,393 三重県営ライフル射撃場の運営を効率的に行い、利用者が利用しやすく、スポーツに親しむことができる

場の提供を行い、利用者サービスの充実を図る。 競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費

三重交通Ｇスポーツの杜
伊勢事業費 3,455,367 68,060

①三重交通Ｇスポーツの杜伊勢管理運営費三重交通Ｇスポーツの杜伊勢の効率的な施設管理を行うた
め、指定管理者による管理運営を実施する。
②三重交通Ｇスポーツの杜伊勢施設整備費中核的スポーツ施設として、所要の整備及び施設環境の充
実を図る。
③五十鈴公園管理運営費五十鈴公園の適切な維持管理を行う。

競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費

三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿事業費 428,015 325,912

①三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿管理運営費三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿の効率的な管理運営を行うた
め、指定管理者による管理運営を実施する。
②三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿施設整備費中核的スポーツ施設として、所要の整備及び施設環境の充
実を図る。

競技スポーツの推進

地域連携部 スポーツ施設整
備運営費

新三重武道館整備費補
助金 18,727 727 新三重武道館の整備に係る補助金。 競技スポーツの推進

地域連携部 体育スポーツ振
興基金積立金

体育スポーツ振興基金
積立金 271,465 268,350 三重県の行う体育スポーツの普及振興を図るための事業に要する財源に充てる。 地域スポーツと障が

い者スポーツの推進

地域連携部 地域スポーツ推
進事業費

地域スポーツ推進事業
費 49,966 5,787

地域スポーツ推進のためのスポーツ環境づくりをする。・スポーツ推進月間の趣旨に基づくイベント等の開
催。・総合型地域スポーツクラブの情報を収集し、広域的・専門的な支援を実施し、クラブの安定した運営
を目指す。・地域スポーツに携わる指導者養成講習会の開催。・全国大会や国際大会で優秀な成績を収
めた選手の表彰。・スポーツ関係団体が行う事業等の支援。など

地域スポーツと障が
い者スポーツの推進

地域連携部 地域スポーツ推
進事業費

地域スポーツイベント開
催事業費 15,835 0

地域スポーツイベントの開催により、県内のスポーツ推進を図る。①みえスポーツフェスティバル開催事業
県民に幅広いスポーツ・レクリエーション活動を実践する場を提供することにより、スポーツ・レクリエーショ
ン活動の普及・推進を図り、誰もがスポーツに親しむことができる環境づくりを進める。②美し国三重市町
対抗駅伝開催事業県内のスポーツ推進を図るため、ジュニア世代の発掘・育成とスポーツを「する」「みる」
「支える」全ての県民の意識高揚を目的として開催する。併せて、県内各市町の活性化及び市町相互のさ
らなる交流・連携の促進を目指す。

地域スポーツと障が
い者スポーツの推進

地域連携部 地域スポーツ推
進事業費

スポーツを通じた地域の
活性化支援事業費 6,909 776

スポーツイベントの誘致等スポーツを通じ、地域の活性化を支援する。①東京オリンピック・パラリンピック
のキャンプ地誘致等に取り組む。②スポーツによる地域活性化を図る市町等に対して支援を行う。③関係
団体、企業等で構成される会議を開催し、スポーツを通じた地域の活性化について検討するとともに、県
民が広くスポーツを応援する仕組みについて周知を図る。④「みえのスポーツ応援隊」の普及啓発・育成
及び活用。⑤沢村栄治生誕１００周年を記念した企画検討等。

地域スポーツと障が
い者スポーツの推進

地域連携部 南部地域活性化
事業費

南部地域活性化基金積
立金 1,875 1,875 南部地域における働く場の確保や定住を促進するため、地域や市町のニーズに応じて、複数市町が連携

して取り組む事業等を支援する基金の積み増しを行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

南部地域活性化推進事
業（総合調整事業）費 2,640 2,640 南部地域活性化推進協議会において、各種取組の進捗状況の共有や基金を活用した事業の検討・協議

を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

集落等自立活性化推進
事業費 672 336 集落機能を維持するため、市町が大学等と連携して実施する、集落の自立活性化に向けた取組を支援す

る。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費 移住交流推進事業費 1,098 549 移住交流の推進に向けた「田舎暮らし体験」を実施する複数市町の取組に対し支援を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

子どもの地域学習推進
事業費 1,173 587 地域を担う人材を育成するため、複数市町が連携して取り組む、地域への愛着心を育む子どもの教育に

対し支援を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費 人材育成推進事業費 3,114 1,434 地域住民の主体的な取組を支える人材の育成を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費 出逢い・結婚支援事業費 1,875 0 若者世代の流出や少子化が著しい南部地域において、市町等が行う出逢いや結婚を応援する取組に対

し支援を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

東紀州魅力アップ促進事
業費 2,250 0 東紀州地域の５市町が連携して展開する熊野古道等を活用した地域の魅力アップを図る取組に対し支援

を行う。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

南部の輝くライフスタイル
発信事業費 3,464 1,732 南部地域ならではの多様な働き方や暮らし方を幅広く提案するため、地域で生き生きと暮らす若者のライ

フスタイルを発信する。 南部地域の活性化

地域連携部 南部地域活性化
事業費

地域おこし協力隊等支援
事業費 1,968 984 地域おこし協力隊の定着を促進するため、アドバイザーの活用等によりその活動を支援する。 南部地域の活性化

地域連携部 東紀州活性化推
進事業費

東紀州地域活性化推進
費 3,197 3,188 熊野古道の保全と活用を図ることを目的に熊野古道協働会議を開催するなど、東紀州地域の活性化にか

かる諸課題に対応する。
東紀州地域の活性
化

地域連携部 東紀州活性化推
進事業費

東紀州地域振興推進事
業費 10,494 10,494 東紀州地域振興公社において、観光商品づくりやエージェントセールスなどにより集客交流を図るととも

に、物産展等を通じた販路開拓などの取組により、地域の活性化につなげる。
東紀州地域の活性
化

地域連携部 東紀州地域集客
交流推進事業費

熊野古道センター運営事
業費 68,469 68,469 熊野古道センターにおいて、熊野古道を核とする魅力ある企画展や地域と連携した交流イベントの実施、

情報発信等により集客交流を促進する。
東紀州地域の活性
化

地域連携部 東紀州地域集客
交流推進事業費

紀南中核的交流施設整
備事業費 285,273 244 紀南中核的交流施設において、事業者の独立採算により運営を行うことを条件とし、整備等にかかる費用

の一部を補助することにより集客交流を促進する。
東紀州地域の活性
化

地域連携部
世界遺産熊野古
道対策推進事業
費

「吉野・高野・熊野の国」
事業費 2,488 1,408 奈良県、和歌山県と連携して、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の情報発信やイベントの開催などに

より世界遺産を核とした紀伊半島の広域観光を推進する。
東紀州地域の活性
化

地域連携部 半島振興費 半島振興関係負担金 177 177 全国２１道府県で構成する半島地域振興対策協議会に参加し、他地域との連絡調整や要望活動を行い、
半島地域の振興を図る。

中山間地域・農山漁
村の振興

地域連携部 過疎・離島等振
興対策費 離島航路支援事業費 22,588 22,588 離島航路事業の維持・改善を図り、離島地域の振興及び住民の生活の安定に資するため、離島航路事業

者に対し、離島航路整備事業補助金を交付する。
中山間地域・農山漁
村の振興

地域連携部 過疎・離島等振
興対策費

離島振興対策協議会負
担金 355 355 離島振興対策に関する共通の課題を抱えた地方公共団体で構成する離島振興対策協議会に参加し、協

議会が行う情報提供や研修会等を活用し、施策の参考とする。
中山間地域・農山漁
村の振興

地域連携部 過疎・離島等振
興対策費

全国過疎地域自立促進
連盟負担金 399 399 過疎地域の市町村や関係都道府県等で構成する全国過疎地域自立促進連盟に参加し、全国規模で対策

を検討するとともに、同連盟が行う情報提供や研修会を活用することで施策の参考とする。
中山間地域・農山漁
村の振興

地域連携部 過疎・離島等振
興対策費 地域活性化支援事業費 6,194 6,194 過疎地域等条件不利地域において、魅力と活力ある地域づくりを推進するため、市町が行う住民の身近

な生活課題を解決するための取組や地域の特色を生かした活性化の取組に対して支援する。
中山間地域・農山漁
村の振興

地域連携部 移住促進事業費 移住促進に向けた情報
発信事業費 1,981 1,981 東京、大阪、名古屋において移住相談会の開催や移住に関するイベントへの出展を行うとともに、ホーム

ページやメールマガジン等による情報発信を継続して取り組む。 移住の促進

地域連携部 移住促進事業費 移住促進情報発信拠点
運営事業費 29,518 14,761

首都圏において、「ええとこやんか三重移住相談センター」を運営するとともに、関西圏でも、新たにふるさ
と回帰支援センターの西日本の拠点である「大阪ふるさと暮らし情報センター」に出展し、しごと、住まい、
子育てなど移住に必要な様々な情報を提供・発信するほか、相談にワンストップできめ細やかに対応する
ことにより、三重県への移住を促進します。

移住の促進

地域連携部 みえの地域づくり
活動促進事業費

地域づくり関係団体事業
費 1,772 1,772 各市町や地域における個性豊かで魅力ある地域づくりに向けた活動を支援する。 市町との連携による

地域活性化

地域連携部 特定振興地域推
進費

特定振興地域推進事業
費 86,246 1,244 大仏山地域の土地利用の具体化に向けた工事等の実施及び鈴鹿山麓リサーチパークの活性化の推進を

行う。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 地方拠点都市地
域振興事業費

伊賀地方拠点都市地域
事業促進費 32,556 32,541 上野新都市拠点地区に設置した「三重県立ゆめドームうえの」について、指定管理により適切な管理運営

を行う。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 地方拠点都市地
域振興事業費

中勢北部サイエンスシ
ティ事業促進費 4 4 オフィスアルカディアに研究所やオフィス等の集積を図るため、県・津市等で構成する「中勢北部サイエン

スシティ企業誘致促進協議会」を通じて誘致活動を行う。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部
伊勢志摩であい
交流スクエア整
備事業費

伊勢志摩であい交流スク
エア整備事業費 16 ▲ 1,012 まつり博跡地の土地利用を図るとともに、整備用地の維持管理を行い、産業用地として企業誘致を図る。 市町との連携による

地域活性化

地域連携部 地域づくり調整
事業費 地域づくり調整事業費 28,319 27,905 県と市町で構成する「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の取組等により、市町との連携を強化し

て、市町や地域の実情に応じた地域づくりの支援等に取り組む。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 地域連携費 地域連携諸費 30,418 30,331 地域連携部の諸用務を円滑に運営するための必要経費 市町との連携による
地域活性化

地域連携部 木曽岬干拓地整
備事業費

木曽岬干拓地整備事業
費 778,655 ▲ 24,683 木曽岬干拓地の今後の土地利用についての検討を進める。 市町との連携による

地域活性化

地域連携部 宮川流域圏づく
り推進事業費

宮川流域圏づくり推進事
業費 4,327 4,327

宮川流域の地域課題に対応するため、関係各部局が連携して総合的に対応する体制を整備する。また、
宮川流域ルネッサンス協議会に参画し、地域を支える多様な主体の協働を促進するとともに、地域資源を
生かした自発的な地域づくりの取組を支援する。

市町との連携による
地域活性化
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地域連携部 地方連絡調整費 地方連絡調整費 52,266 51,935 地域防災総合事務所及び地域活性化局において県民サービスのための連絡調整等を行うために必要な
経費

市町との連携による
地域活性化

地域連携部 市町振興費 市町振興事務費 8,293 ▲ 223,361 市町が行政事務を適正かつ的確に処理するとともに、安定的な財政運営を行うことができるよう、適切な
助言や支援を行う。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部 市町振興費 住民基本台帳ネットワー
クシステム整備事業費 77,936 77,936

住民の利便性を向上させるとともに、国及び地方公共団体の行政事務処理の合理化に資するため、市町
村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務処理及び国の行政機関等に対する本人確認情報の提供を
行う。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部 市町振興費 三重県自治会連合会補
助金 350 350 地域住民の自治活動を一層活発にし、地域福祉の向上に資するため、各地域自治会間の連携強化及び

情報交換が図られるよう、三重県自治会連合会活動を支援する。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 市町振興費 資産評価システム研究セ
ンター負担金 700 700 調査研究や研修会への参加を通じ、資産評価に関する知識の習得と向上を図ることで、市町税制の適正

な運営に寄与するため、一般財団法人資産評価システム研究センターの会員として会費を負担する。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 自衛官募集事務
費 自衛官募集事務費 714 0 自衛官又は自衛官候補生の募集に関する事務を法定受託事務として行う。 市町との連携による

地域活性化

地域連携部 市町村振興事業
基金交付金

市町村振興事業基金交
付金 921,596 0

公益財団法人三重県市町村振興協会が行う市町（一部事務組合等を含む）の事業等に対する貸付資金、
災害時の融資事業、調査研究等の財源とするため、全国市町村振興宝くじの収益金を同協会に交付す
る。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部 特例処理事務交
付金 特例処理事務交付金 162,790 162,790 知事の権限に属する事務のうち、市町長に権限を移譲した法令に基づく事務の執行等に要する経費を市

町に交付する。
市町との連携による
地域活性化

地域連携部 航空ネットワーク
形成事業費 航空関係費 15,458 15,458 〔目的〕広域交通ネットワーク機能の向上〔効果〕地域間の交流・連携の促進、国際競争力の強化〔内容〕

関西国際空港、中部国際空港及び高速アクセス船の利用促進、両空港の機能強化
公共交通の確保と活
用

地域連携部 高速鉄道ネット
ワーク形成事業 リニア中央新幹線関係費 4,062 4,062 〔目的〕広域交通ネットワーク機能の向上〔効果〕地域間の交流・連携の促進、国際競争力の強化〔内容〕

東京・大阪間の早期全線整備、三重・奈良ルートおよび県内駅の早期決定に向けた取組の実施
公共交通の確保と活
用

地域連携部 鉄道活性化促進
事業費 鉄道活性化促進事業費 807 807

〔目的〕生活交通の維持・確保〔効果〕鉄道は、地域振興、観光振興、地域住民の生活の向上などに寄与
する重要な公共交通機関であり、その整備及び利用促進は、エネルギー効率、大気環境保全の視点から
も重要な意義を持つ。〔内容〕地域、事業者や関係地方公共団体とともに鉄道の利便性の向上や利用促
進を図り、整備促進につなげていく。

公共交通の確保と活
用

地域連携部 生活交通活性化
促進事業費

鉄道利便性・安全性確保
等対策事業費 180,265 2,265

〔目的〕生活交通の維持・確保〔効果〕安全運行にかかる鉄道事業者の負担を軽減することにより、路線の
継続が見込まれる。〔内容〕安全運行を目的として中小鉄道事業者が実施する事業に対して、一定の支援
（補助）を行う。また、鉄道事業者が行う駅や高架橋等の鉄道施設の耐震対策に対して一定の支援（補助）
を行う。

公共交通の確保と活
用

地域連携部 生活交通活性化
促進事業費

地方バス路線維持確保
事業費 221,634 221,634

〔目的〕生活交通の維持・確保〔効果〕赤字バス路線の運行に要する負担を軽減することにより、路線の継
続が見込まれる。〔内容〕複数市町をまたぐ地域間の幹線バスの運行経費等について、住民、市町、事業
者等が参画する県協議会で協議し、国と協調して補助するほか、ＮＰＯ等が運営するバスを支援する市町
に対して補助する。また、市町の交通会議に参画し、地域公共交通の維持・確保を図る。

公共交通の確保と活
用

地域連携部
モビリティ・マネ
ジメント推進事業
費

次世代のモビリティ・マネ
ジメント力育成事業費 540 270

〔目的〕生活交通の維持・確保〔効果〕公共交通を適切に利用する意識の醸成〔内容〕三重県総合交通ビ
ジョンが示す基本方針「まちづくりと連携した生活交通の維持確保」に基づき、将来の地域を担う「こども達
のモビリティ・マネジメント力」を向上するための取組を実施する。

公共交通の確保と活
用

地域連携部
モビリティ・マネ
ジメント推進事業
費

地域のモビリティ・マネジ
メント力育成事業費 797 399

〔目的〕生活交通の維持・確保〔効果〕公共交通を適切に利用する意識の醸成〔内容〕三重県総合交通ビ
ジョンが示す基本方針「まちづくりと連携した生活交通の維持確保」に基づき、地域が主体的に実施する
「地域の移動手段の確保」に向けた取組を支援する。

公共交通の確保と活
用

地域連携部 広域鉄道維持確
保対策事業費

伊勢鉄道基盤強化等対
策事業費 168,958 123

〔目的〕県内の交通体系に広く影響を及ぼす伊勢鉄道伊勢線の維持・確保、整備。〔効果〕伊勢鉄道の設
備が整備され、安全運行のための基盤強化を図ることで、広域鉄道として維持・確保ができる。〔内容〕第
三セクター伊勢鉄道株式会社が行う、老朽化対策、安全対策のための設備整備事業に対して支援を行
う。（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金、地域交通体系整備費補助金）

公共交通の確保と活
用

地域連携部 広域鉄道維持確
保対策事業費

地域交通体系整備基金
積立金 301,475 100,000

〔目的〕県内の交通体系に広く影響を及ぼす伊勢鉄道伊勢線の維持・確保、整備。〔効果〕第三セクター伊
勢鉄道株式会社の経営基盤の強化が図られ、伊勢鉄道伊勢線の維持・確保ができる。〔内容〕三重県地
域交通体系整備基金への積立三重県地域交通体系整備基金の運用収益の編入

公共交通の確保と活
用

地域連携部 水資源確保対策
事業費

木曽三川水源造成公社
貸付金 25,453 19,116

水資源の涵養をはかり災害を防止するために、戦後荒廃していた木曽三川の上流域において、多面的機
能を持つ水源林の造成を目的として、三県一市で（社）木曽三川造成公社を設立した。同法人において
は、昭和44年度から平成10年度までに10,931haを造成し、現在は主に森林の管理を行っている。この法人
に引き続き経費の一部を貸し付ける。三重県負担割合：6.25%（岐阜県50.0%、愛知県37.5%、名古屋市
6.25%）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 水資源確保対策
事業費

工業用水道事業会計出
資金 1,242,482 1,242,482 長良川河口堰の建設事業は平成６年度に完了しており、その工業用水に係る償還金と管理費を一般会計

から企業会計へ出資する。
水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 水資源確保対策
事業費 全国水需給動態調査費 193 0

地域別の水需給の現状と動向を把握することにより、「全国総合水資源計画」との整合性の検討、及び、
必要な基礎資料の集積による総合的な施策の推進に資することを目的として、国土交通省から受託して
全国水需給動態調査を実施。調査方法：国から委託（国10/10）調査内容：水需給動向調査および特定課
題調査

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 県土有効利用事
業費 国土利用計画費 766 766

(1)三重県国土利用計画の管理運営国土利用計画法第7条に規定され、土地利用関連諸施策が適正に行
われるよう、平成20年度に変更した三重県国土利用計画（第四次）の管理運営を行う。(2)土地利用現況
調査三重県国土利用計画（第四次）の管理の一環として、地目別面積及び公共施設用地面積を把握す
る。(3)三重県土地利用基本計画の変更国土利用計画法第９条により義務づけられている同計画につい
て、管理運営を行う。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 県土有効利用事
業費

土地取引届出勧告事務
費 2,797 2,789 (1)国土利用計画法に基づき、土地取引届出書の審査を行い、適正な土地利用を図る。(2)市町が行う国

土利用計画法に基づく事業に対し、事務費交付金を交付する。
水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 県土基礎調査推
進事業費 地籍調査費負担金 228,147 33,049

土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するため、地籍の明確化を図ることと
し、国土調査促進特別措置法に基づき、桑名市外23市町の地籍調査を実施する。・事業実施機関第6次
10カ年計画（H22～H31）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 県土基礎調査推
進事業費 国土調査事業費 1,003 523

国土調査促進特別措置法に基づく地籍調査を実施する桑名市外23市町の指導や研修等による啓発を行
うとともに、休止市町に対して調査再開を促す。・事業実施期間、全体計画及び年次計画第6次10カ年計
画（H22～H31）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部 県土基礎調査推
進事業費 地価調査費 27,538 27,452 (1)県内全域の基礎となる地点の地価調査を実施する(2)不動産鑑定業の指導監督を行う 水資源の確保と土地

の計画的な利用

地域連携部 県土基礎調査推
進事業費

地籍整備推進調査費補
助金 550 550 民間開発や公共事業等の既存測量・調査の成果を地籍調査の成果とするために、測量・調査を実施す

る。
水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確立
事業費

ＩＴ投資の効率化事業費 56,718 56,134 ＩＴ調達・管理コストの適正化を推進するため、ＣＩＯ補佐業務等を委託するとともに、共通機能基盤の提供
により、全庁情報システム運用の効率化に取り組む。

情報システムの安定
運用

地域連携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確立
事業費

職員ＩＴリテラシー向上事
業費 950 950 情報システムを担当する職員等を対象とする各種ＩＴ研修を受けさせるなど、行政における情報化の基盤と

なる人材の育成を推進する。
情報システムの安定
運用

地域連携部 地域情報化の推
進事業費 地域情報化推進事業費 29,971 23,329

住民サービスの向上や行政運営の効率化をめざして、市町と共同で電子自治体の構築を推進するととも
に、共有デジタル地図の更新を行う。また、公的個人認証サービスにおける電子証明書の発行業務につ
いて、「地方公共団体情報システム機構法」に基づきその経費を負担する。

情報システムの安定
運用

地域連携部
ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

申請・届出等オンライン
受付システム整備推進事
業費

17,848 17,848 電子申請・届出システムの安定運用を行い、いつでも、どこからでも県への行政手続きができる電子自治
体を推進する。

情報システムの安定
運用

地域連携部
ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

地理空間情報活用推進
事業費 9,169 9,169 地理情報システム（ＧＩＳ）の運用を行い、行政情報を視覚的に参照可能にするとともに、県民との情報共

有や情報交流を進め、業務の効率化を図る。
情報システムの安定
運用

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

セキュリティ対策推進事
業費 147,626 54,946 ファイアウォールやウィルス対策ソフト等の技術的対策を講じることにより、情報セキュリティ対策を推進す

る。
情報システムの安定
運用

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

総合行政ネットワーク整
備推進事業費 37,003 37,003 全国の地方公共団体相互間及び国の政府共通ネットワークとも接続するセキュリティに優れた専用線ネッ

トワークである総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）にかかる運用経費を負担するとともに、維持管理を行う。
情報システムの安定
運用

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

情報ネットワーク維持管
理費 402,918 304,691 全庁の情報通信基盤となる情報ネットワークの安定的運用を行うとともに、県有光ファイバーケーブルの

維持管理及び貸付を行う。
情報システムの安定
運用

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

電子県庁総合システム運
用管理費 130,382 63,558 全庁の情報システムの基盤となる電子県庁・電子自治体用クライアントパソコンの整備及び総合ヘルプデ

スクの運用などを行い、庁内の情報化を推進する。
情報システムの安定
運用

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

総合文書管理システム整
備推進事業費 53,518 53,518

文書の起案、決裁、保存、情報公開を経て廃棄に至るまでのライフサイクル全般を電子化した総合文書管
理システムにより、県庁組織内で情報共有するとともに、県民に対する情報公開、情報提供を積極的に推
進する。

情報システムの安定
運用



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

庁内情報共有化推進事
業費 15,313 15,313 ビデオ会議システム、グループウェアシステム、ＥＵＣ（エンドユーザコンピューティング）に係るシステム等

を整備、運用することにより、庁内の情報共有を促進し、行政運営の高度化、効率化を図る。
情報システムの安定
運用

地域連携部 選挙管理委員会
総務費

選挙管理委員会委員報
酬 5,457 5,457 三重県選挙管理委員会報酬（委員長１名、委員３名） 行政委員会

地域連携部 選挙管理委員会
総務費

選挙管理委員会関係団
体負担金 355 355 選挙管理委員会の関係団体に対する負担金 行政委員会

地域連携部 選挙管理委員会
総務費 選挙管理委員会総務費 805 793 三重県選挙管理委員会の運営及び市町選挙管理委員会への助言等を行う。 行政委員会

地域連携部 政党助成費 政党助成費 320 0 政党助成法に基づき、国が政党に対して交付する政党交付金について、その使途等の報告にかかる事務
の一部を受託し、支部報告書、支部総括文書及び監査意見書の保存、閲覧を行う。 行政委員会

地域連携部 明るい選挙推進
費

明るい選挙推進関係負
担金 400 400 明るい選挙を推進するための関係団体等に対する負担金 行政委員会

地域連携部 明るい選挙推進
費 明るい選挙推進費 4,137 4,137

公明かつ適正な選挙の実現のため、選挙人の政治意識の向上に努めるとともに、選挙に関する事項を選
挙人に周知させるため、選挙啓発の推進を行う。また、公選法改正に伴う選挙権年齢の「満18歳以上」へ
の引き下げを契機として、若者向けの選挙啓発を強化・充実する。

行政委員会

地域連携部 在外選挙特別経
費

在外選挙特別経費市町
交付金 216 0 在外選挙人名簿への登録等のため、市町選挙管理委員会が要した経費について、その実績に基づき交

付する。 行政委員会

地域連携部 参議院議員選挙
費 参議院議員選挙費 83,044 0 平成２８年７月２５日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の執行に要する事務を行う。 行政委員会

地域連携部 参議院議員選挙
費

参議院議員選挙市町等
交付金 625,551 0 平成２８年７月２５日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の執行に要する市町等への交付金 行政委員会

地域連携部 参議院議員選挙
臨時啓発費

参議院議員選挙臨時啓
発費 2,169 0 平成２８年７月２５日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の臨時啓発を行う。 行政委員会

地域連携部 参議院議員選挙
臨時啓発費

参議院議員選挙臨時啓
発市交付金 2,018 0 平成２８年７月２５日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の臨時啓発に係る市への交付金。 行政委員会

地域連携部 海区漁業調整委
員選挙費

海区漁業調整委員選挙
費 4,039 4,039 平成２８年８月１４日任期満了に伴う海区漁業調整委員会委員選挙にかかる事務を行う。 行政委員会

地域連携部 海区漁業調整委
員選挙費

海区漁業調整委員選挙
市町等交付金 29,955 29,955 平成２８年８月１４日任期満了に伴う海区漁業調整委員会委員選挙に要する市町等への交付金 行政委員会

地域連携部 給与費 人件費 2,503,994 2,503,994 地域連携部職員（選挙管理委員会書記を除く）人件費 人件費

地域連携部 選挙管理委員会
総務費 人件費 34,093 34,093 選挙管理委員会事務局書記人件費 人件費

地域連携部 地域連携費 交際費 291 291 地域連携部を代表して社会通念上必要と認められる接遇、儀礼、交際などを行い、部の業務、目的を円
滑に実現するための経費 その他

地域連携部 選挙管理委員会
総務費 交際費 60 60 三重県選挙管理委員会委員長交際費 その他


